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国⽴⼤学・⾼専等の施設整備
「第５次国⽴⼤学法⼈等施設整備５か年計画（令和3年3⽉⽂部科学⼤⾂決定）」に基づき、国⽴⼤学等施設の戦略的リノベーションによる
⽼朽改善を⾏い、教育研究環境の機能強化を図るとともに、施設の⻑寿命化、2050年カーボンニュートラルに向けた脱炭素化を促進する。

ソフト・ハード⼀体となった教育研究環境の整備等のイノベーション・コモンズ（共創拠点）化を推進することにより、⽼朽改善、教育研究の⾼度化・
多様化・国際化、地⽅創⽣や地域防災、イノベーション創出に貢献する。

概 要

① 安全・安⼼な教育研究環境の整備
耐震対策・防災機能強化、⽼朽改善、ライフラインの計画的な更新

② イノベーション拠点の強化等
先端研究や⼈材育成等に貢献する機能強化、⼤学附属病院の再⽣

③ カーボンニュートラルに向けた取組
ZEB化を推進するための先導モデル事業の実施、省エネの取組の加速化

落下の危険がある外壁 ⽼朽改善された施設

対⾯とオンラインを併⽤した教育環境 フレキシブルなオープンラボ

⽼朽改善にあわせた機能強化等を⾏い、キャンパス全体が有機的に連携し、あらゆる分野
・場⾯・プレーヤーが共創できる拠点となる「イノベーション・コモンズ」の実現を⽬指す

⼤学 ＝ 共創の「場」
イノベーション・コモンズ

地⽅公共団体・地域社会との共創

産業界との共創

広域的・発展的な
⼤学間の連携

地域との連携・⽀援

産学連携・実証実験

体育館をリノベーションした
コワーキングスペース、
スタートアップ創出拠点

他の⼤学・研究機関等との共創

学⽣と起業家・地元企業との
交流を促進する共創の場

災害発⽣時の医療提供の継続・避難所としての活⽤

研究者間の連携を促進する
最先端研究の拠点

地域の教育研究拠点として
⼈材育成、地域課題の解決

事業内容

創エネルギー設備の整備 ⾼効率空調の整備
※ZEB︓Net Zero Energy Building の略称

令和5年度予算額（案） 363億円
（前年度予算額 363億円）
令和4年度第2次補正予算額 582億円
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国立大学・高専等の施設整備 令和4年度第2次補正予算額 582億円

.
o

国立大学・高専等施設における安全•安心な教育研究環境の整備、教育研究を支えるイノベー ション拠点の強化等により、地域防災や地方創生等の

基盤づくりに貢献する。また、老朽化対策とあわせて2050年カーボンニュー トラルに向けた脱炭素化を促進する。

事業内容

•国立大学・高専等施設の耐震対策及び防災機能強化、老朽改善、ライフライン更新

・老朽化対策と機能強化や省エネ化等の取組みの一体的整備等による教育研究基盤となるイノベー ション拠点の整備 等

事業イメー ジ

老朽化した施設・ライフライン 老朽化対策・機能強化等による教育研究基盤の整備

落下の危険がある外壁

配管の腐食 ライフラインの再生
体育館をリノベーションしたコワーキング

スペース、スター トアップ創出拠点
創エネルギー設備の整備

事業効果

・災害発生時に学生・教職員等の生命を守り、教育研究活動を継続するため、安全•安心な教育研究環境を確保。

・用地取得不要で早期着手可能な事業が多く、地域の雇用を支える中小企業の受注が多いため、地域経済の活性化に貢献。 3
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【参考】 国⽴⼤学法⼈等に活⽤が可能な⽂科省以外の主な補助⾦

カーボンニュートラルに向けた取組に対して
【背景】 我が国の温室効果ガス削減目標について

○「地球温暖化対策計画」（令和3年１０月２２日閣議決定）における中期目標として、２０３０年度において、温室効果ガスを２０１３年度
から全体で４６％削減することを目指すこととされ、建築物を含む業務その他部門については、51％の削減率が求められている。

地域脱炭素の推進のための交付⾦（環境省）
【事業概要】
①脱炭素先⾏地域づくり事業︓2050年カーボンニュートラルを20年前倒しで実現を⽬指す脱炭素先⾏地域に
選定された地⽅公共団体に対して、再エネ等設備の導⼊に加え、基盤インフラ設備や省CO2等設備の導⼊、こ
れらと⼀体となってその効果を⾼めるために実施するソフト事業等を⽀援（交付率︓原則2/3）。
②重点対策加速化事業︓再エネ発電設備を⼀定以上導⼊する地⽅公共団体に対して、地域共⽣再エネ等の
導⼊や住宅の省エネ性能の向上などの重点対策の複合実施等を⽀援（交付率︓1/3-2/3、定額）。 等

令和５年度予算額(案) 350億円
令和４年度第２次補正予算額 50億円

国

⺠
間
事
業
者
等

地
⽅
公
共
団
体

⺠間事業者等も事業を実施する場合

※１ 各補助⾦等の【事業概要】の内容は、⽂科省において主なものを抜粋したものであり、補助メニュー、補助条件等の詳細は要綱等を確認いただきたい。
なお、事業によっては公募期間が終了している可能性もあること、補助の採択にあたっては予算の範囲内で⾏われることに留意。

※２ 「カーボンニュートラルに向けた取組に対して」は、 「地域脱炭素の取組に対する関係府省庁の主な⽀援ツール・枠組み(環境省)」から抜粋したもの。

インキュベーション・産学融合拠点の整備に対して

【背景】 我が国のスタートアップの企業加速及びオープンイノベーションの推進について
○「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」（令和４年６月７日閣議決定）において、スタートアップの育成は、日本経済の

ダイナミズムと成長を促し、社会的課題を解決する鍵であることから、５年10倍を視野に計画を策定することとされている。

地域の中核⼤学等のインキュベーション・産学融合拠点の整備（経済産業省）
【事業概要】
⼤学等における、①スタートアップ創出のためのインキュベーション施設等、②企業と
の共同実験施設・設備等、③オープンイノベーション推進施設（例︓コワーキング
スペース整備、地域中核産業⼈材育成のための施設・設備整備等）に対して、
施設整備に係る費⽤の2/3補助及び研究開発等に必要な機械装置の購⼊⼜は
備え付けに必要な経費の定額補助を実施（１件10億円以内）。

令和４年度第２次補正予算額 60億円(内数)

国
⼤
学
等

⺠
間
団
体
等

補助
（定額）

補助
(1)施設︓2/3
(2)設備︓定額
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カーボンニュートラルに向けた取組に対して（つづき）

⺠間企業等による再エネ主⼒化・レジリエンス強化促進事業（環境省）
【事業概要】
①初期費⽤ゼロでのオンサイトPPA等による⾃家消費型の
太陽光発電設備や蓄電池の導⼊(補助率︓定額)。
②駐⾞場、営農地、ため池等を活⽤した、新たな⼿法に
よる⾃家消費型・地産地消型の再エネ導⼊を促進
(補助率︓1/3-3/4)。

令和５年度予算額(案) 42.6億円（内数）
令和４年度第２次補正予算額 90億円（内数）

①オンサイトPPAによる⾃家消費型太陽光・蓄電池導⼊ ②駐⾞場太陽光（ソーラーカーポート）

建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業（環境省）
【事業概要】
①災害発⽣時に活動拠点となる公共性の⾼い新築施設について、
停電時にもエネルギー供給が可能なレジリエンス強化型のZEBや
ZEBに資するシステム・設備に対して⽀援(補助率︓1/3-2/3)。
②災害発⽣時に活動拠点となる公共性の⾼い既存施設について、
停電時にもエネルギー供給が可能なレジリエンス強化型のZEBや
ZEBに資するシステム・設備に対して⽀援(補助率︓2/3)。
③既存施設の省CO2に資する⾼効率設備等の導⼊⽀援(補助率︓1/3)。

令和５年度予算額(案) 58.9億円（内数）
令和４年度第２次補正予算額 60億円（内数）

①新築建築物のZEB化⽀援事業

②既存建築物のZEB化⽀援事業

⼯場・事業場における先導的な脱炭素化取組推進事業（環境省）
【事業概要】
① CO2削減⽬標設定、削減計画策定、設備更新・電化・燃料転換・運⽤改善の組合せに
より、⼯場・事業場における先導的な脱炭素化に向けた取組を推進し更なるCO2排出削減
に取り組む事業者の裾野を拡⼤する。事業場単位で15％以上または主要なシステム単位で
30％以上削減するCO2削減計画に基づく設備更新を補助(補助率︓1/3)。

令和４年度第２次補正予算額 40億円（内数）
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【改正前】国⽴⼤学法⼈が第三者に対する⼟地等の貸付けが可能な場合は、以下の２通り
・国⽴⼤学法⼈法に規定される国⽴⼤学法⼈の業務の範囲に伴う場合（学⽣等の福利厚⽣等）
・PFI法に基づき、国⽴⼤学法⼈の業務の範囲に附帯して⺠間収益施設を整備する場合

国⽴⼤学法⼈法を平成２８年５⽉に改正
⼤学の教育研究⽔準の⼀層の向上のために必要な費⽤に充てるために、⽂部科学⼤⾂の認可を受けれ
ば、国⽴⼤学法⼈の業務に関わらない使途として、将来的に⼤学で使⽤予定はあるものの、当⾯使⽤
が予定されていない⼟地等を、第三者に貸付けることが可能に

※⽂部科学⼤⾂の認可では、
・⼤学の業務の遂⾏に⽀障のない貸付け内容か
・貸付期間と将来的な⼤学の活⽤予定との関係は合理的か
・貸付相⼿⽅の対応により⼤学側に毀損がでないか を契約において留意しているか等を確認

【今後想定されるケース】

⇒ 平成２９年４⽉１⽇より⼤学より申請受付

☑ 借りた⼟地の上に⺠間事業者が建物を建設し、
その建物を他の事業者に貸し付けてテナントとして⼊居させる

☑ 借りた⼟地に学外者が主に使⽤する駐⾞場を設置する
☑ キャンパス内の既存施設を借りてオフィスや店舗として利⽤する

国⽴⼤学法⼈法の⼀部改正に伴う⼟地等の有効活⽤について
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⼟地の貸付活⽤事例

国⽴⼤学法⼈法の⼀部改正に伴う⼟地等の有効活⽤について

信州⼤学（令和３年３⽉２５⽇認可）

（概要）
平成２８年３⽉の職員宿舎取り壊し後、更

地であり、当⾯使⽤予定がないため第三者に
貸付を⾏う。

（活⽤例）
貸付相⼿⽅を公募し、貸付⽤途を住居⼜は

集合住宅⽤地等として想定している。（貸付
期間６０年）
※ 借地借家法第22条に規定する契約

（貸付期間終了後）
信州⼤学⻑期ビジョンに基づく社会連携の

拠点として、地域連携・交流やリカレント教
育、県内企業との共同研究などに係る複合型
サテライト施設を整備するための⽤地として
使⽤する予定。

県宿舎跡地
5,453㎡

あがたの森
公園

名古屋⼤学（令和３年３⽉２５⽇認可）

（概要）
留学⽣寄宿舎⽤地としていた該当箇所であ

るが、建物の⽼朽化により廃⽌し、その⼟地
を第三者に貸付を⾏う。

（活⽤例）
貸付相⼿を公募し、貸付先⽤途を共同住宅

と想定している。（貸付期間︓７５年）
※借地借家法第２２条に規定される契約

（貸付期間終了後）
国際性と地域性を兼ね備えた産学連携研究

拠点等を建設する予定。

貸付区画（1,808㎡）

東京⼤学（令和３年３⽉２５⽇認可）

（概要）
平成１３年に医学部附属病院分院が閉院し、
跡地の約７割は⽬⽩台国際宿舎となったが、
３割は将来の有効活⽤⽤地として確保されて
いたため、貸付を⾏う。

（活⽤例）
貸付相⼿を公募し、クリニック、薬局、学

童保育、サービス付き⾼齢者向け住宅、⽼⼈
ホームなど多様な形態で貸付を実施し、地域
貢献も計る。（貸付期間︓６５年）
※借地借家法第２２条に規定される契約

（貸付期間終了後）
・⽬⽩台国際宿舎建替えの際の代替宿舎の建
設予定地。

・貸付期間終了後、周辺地域の政策課題等に
連携して対応するための予定地。
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